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*3この問題に関しては八木, 1999: 125-129 も参照のこと。






*5 例えばマルクスには、共同占有に対する用語として、la possession commune、





























































































































































ている（判例：最高裁昭和 39年 10月 15日など）。
なお、１９世紀後半の社会主義思想を見ていくために各国の原語を示しておこう。ドイ












こちらも原語を示しておこう。ドイツ語では Eigentum zur gesamten Handと表記され




















ドイツ語では Miteigentum nach Bruchteilen と表記され、英語では joint property(joint









































































































































のドイツにおいて、サヴィニ （ーFriedrich Carl von Savigny,1779-1861）とティボ （ーde:Anton
























































































































































































































genossenschaftlich と genossenschaft はマルクス文献としては明らかに誤訳されている。



























































































る。1955年 3月 20日の「生産性向上への参加」（intéressement à la productivité）に関する
法令、1959年 1月 7日の「企業の財務成果への参加」（intéressement aux résultats financières）
第１部
- 40 -
に関する法律、1967年 8月 17日の「企業成長の成果への参加」(Participatiom des salariés aux





の源流が、19 世紀中頃から 1917 年に法制化された「労働株制度」にある。それは、フラ
ンス社会主義者の戦いの時期とも符合するのである。
J・Sミル（John Stuart Mill ,1806-1873）もプルードン（Pierre-Joseph Proudhon；1809 -













残りは共済組合(société du secours mutuel)へ 40％、各労働者に 60％の割合で分配された。
これは一定の成功を収めた。しかし、ルクレールの利潤分配制度は 19 世紀後半のフラン
スには大きな影響を与えたが、全体としては失敗に終わっている。利潤分配を採用した事


















ストライキ権の確立。1884 年 3 月の労働者、経営者連合の許可。それを厳格に規制する
ヴァルディック・ルソーの結社法の成立。1892 年 8 月の幼年労働・未成年労働・婦人労
働法の成立。1898 年 4 月の労働者災害補償法の成立。1910 年 4 月の養老年金の設立など







































1820（文政３）年～70（明治３）年 1890（明治23）年 1893（明治26）年 1900（明治33）年 1911（明治44）年
フランス 16 81 143 88 114
イギリス 2 49 89 84 77
ドイツ 3 21 22 32 46
アメリカ 0 39 35 23 43
スイス 0 14 17 7 14























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































participe aux bénéfices）は相互主義思想（mutualisation）につながる（Proudhon, 1865:
124=1971: 134）。



















の思想となるのである」（ Proudhon, 1865: 404=1972: 43 ）
さらに、相互主義または保証主義と呼んだものは政治革命と経済的な革命がまったくの

































は君主制的中央集権に戻ることになろう。」（Proudhon, 1863: 319=1971: 371）
一方、マルクスも『フランスの内乱』においてパリ＝コミューンが「労働者の経済的解




















































































































































































































































































































































































































































































































































第 11章 ドイツにおける保守的社会主義（近代社会主義運動の諸目標 その 1）







































年代 ＪＳミル関連 プルードン関連 マルクス関連


























































































































































































































































































































































































おける秩序の創造』（De la création de l'ordre dans l'humamité,ou Principes d'organisations
politique.1834.）でもつて重要なものは「系列弁証法、つまり自立的思考が思考の運動に置



































































































































































































































































































































節団とは、太陰暦である 1871年 11月 12日（明治 4年 12月 23日）から太陽暦の 1873（明


























































































































































































































































































































































わが国への社會主義、アナーキズムの受容は明治 30 年代（1897 －）から盛んになった






















































































年生-1957 年没）の民友社から『平民叢書』の第 6 巻として刊行されている*12。著書の名
前は明らかにはされていないが杉原（1980）、杉沢(2004)らが主張しているように徳冨蘇
峰と関係が深かった深井英五であるというのが定説となっている。本稿もこれに従う。
深井英五（1871年生-1945年没）は大正・昭和期の金融財政家である。明治 4年 11月 20
日群馬県高崎に生まれる。同志社卒業後、民友社勤務、時の宰相である松方正義秘書を経


















































































































































































































































































































































































































































































































治 38）年－ 1925（大正 14）年とする説、第２に、桂太郎内閣への倒閣運動から柳条湖事
件までの 1905（明治 38）年－ 1931（昭和 6）年とする説。そして第３に、辛亥革命から
治安維持法制定まで、1911（明治 44）年－ 1925（大正 14）年とする説。第４に、第一次
- 150 -
第２部














































































































































































































































































































策学会*25」の学会員*26 であるということである。そして、「社会政策学会」第 15 回大会が







































































































































西暦 1914 1915 1917 1918 1919 1920 1921 1923




















































































































の初出の論文は緒言と第 1章「所有権」である。これに別タイトルの第 2章と第 3章を編
纂者の河上肇と中島玉吉が付け加え完成させたのが本書である。













いる。『内外論叢』第 5 巻 2 号（1906（明治 39）年 4 月 11 日発行）で「民法ト社會主義
（一）」として「緒言」と「第一節、所有ノ観念」を、同第 5巻 3号（1906（明治 39）年 6
月 11 日発行）で「民法ト社會主義（承前）」として「第 2 節、所有權ノ變遷」を、同第 5
巻 4 号（1906（明治 39）年 8 月 11 日発行）で「民法ト社會主義（承前）」として「第 3





























































































































































































































































































































































○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
魂を具え武士道の鍛鍊を受けつゝあるへき我國民は必ずしも個人主義的歐米人民の利
己的行為を學ふを要せす。如何に良好なる方法も之を行ふの誠意を缺くときは到底其
















































pour l'Etude de la Participation aux Bénéfices）、1889（明治 22）年のパリで開かれた「利潤
分配方法國際會議」（Congrés international de la participation aux bénéfices）、アメリカで 1892





































治 25）年を修了し、東京帝国大学法科大学選科に入学し政治科を 1897（明治 30）年に卒
業する。その後東京帝国大学法科大学本科には進まず、第四高等学校教授に就任し、さら
に 1901（明治 34）年に京都帝国大学法科大学院助教授に就任し、1903（明治 36）年に独
逸に留学し、帰国後の 1906(明治 39)年に京都帝国大学法科大学教授に昇進した。そして

































































































































































































































































































































































































































































































































































































第 1 に、事業家、即ち雇用主の方から率先してその弊害を強制しようとするもの。第 2
に、労働者自身がその弊害を減少させようとするもの。第 3に、国家が干渉して解決の道



































































































Cummins,E.E.,The Labor Problem in the United States,1932.
Gchmidt,B.,Gewinnbeteiligung der Arbeitnehmer,1922.





















































































































































































起源は 1875 年(明治 8)に森有礼が西洋式の商業教育をおこなうために東京尾張町に設















































































































































































































































































る profit-sharingには反対している(福田, 1922b: 350-351)。特に、氣賀勘重には 1909（明
治 42）年に「利潤分配制度とアツベ教授との關係に就いて氣賀に教えを乞ふ」と題して、
『國民經濟雑誌』（以下、福田(1909)と略す）に意見書を書いている。氣賀は熱心に

















































































































る論議の先駆」をなすものとなった（晴山, 1981 :173、柳澤, 2008: 46）。しかし、上田の
「資本（所有）と経営の分離」、重役による企業職分の分担を単なる株式会社論としては
展開していない。それは株式会社がもたらす「社会問題」に注目し、それを資本主義経済























































































































































京商科大学勤務している。、1923（大正 12）年から 1925（大正 14）年まで欧米留学に留
学し、帰国後、助教授に就任。1936（昭和 11）年に教授に昇進する。翌年、商学博士の
学位を受けている。1939（昭和 14）年から 1944（昭和 19）年まで、東京帝国大学経済学





























































本書が刊行された 1943（昭和 18）年 3 月の時代背景としては、太平洋戦争の開戦（日
本時間、1941（昭和 16）年 12月 11日）からすでに、1年 4ヶ月か経過していた。すでに



















































































現金のみの支給である Profit-Sharing と株式で支払う co-partnership の違いを明確にして
いる。他の諸国でも「利潤分配制」は採用されているが、イギリスで特に発達したのは
co-partnership の採用が大きいという。また、本書はアメリカでは一般的な利潤分配制より



























































－『勞働賃金制度の改良案 利益分配法』國文堂 1920(大正 9)年－
瀧本誠一は、慶應義塾大学の経済史研究家であった。まず、彼の生い立ち、経歴を見て
みよう。以下、慶應義塾大学ウェブページを参照する。











































































































































年 5 月に 1867 年 7 月に発布された現行の会社法の追加案を紹介している。特に重要と思



















J．S ミル『経済学原理』の第五版、つまり本稿第 2 章で明らかにしたように「株式会





























治 31）年には理財科教務主任、さらに 1899（明治 32）年から 1903（明治 36）年には慶
応義塾派遣の第一期留学生としてドイツのゲチンゲン大学、ライプチヒ大学、ベルリン大
学で研究、歴史学派経済学者カール・ビュッヒャー(Bucher、 Karl)、歴史学派財政学者






ッチ(Philippovich、 Eugen von)の研究を帰国後に具体化し、同人の主著“Grundriss der
Politishen Oekonomie”(『政治経済学綱要』)を翻訳・解説した『フィロッポビッチ氏経済














会雑誌』第 1 巻第 3 号に「利潤分配制度論」（以下、気賀(1909)と略す）という論文を発
表している。











































































































































































































「新たに「産 業 組 合 株 式」なる特殊の様式を發行して、之を從業者の


























































宮田純によると、向井鹿松は 1888（明治 21）年 3 月 6 日に愛媛県西宇和郡四ツ浜村に




















































































ことを明らかにせんとしたのである」(向井, 1929: 序 2-3)
以上のような方法論で叙述されている本書全 14章において、「利潤分配制」とその関連
に言及した章は第４章「経営の進化」、第 5 章「企業の進化（事業の孤立性と集合性の展
開）」、第 6 章「株式会社の経営（1）1、企業所有者と経営者の分離」、第 7 章「株式会社
の経営（2）2、経営者及び従業員の心理的影響」、第 10章「労働の企業資本参加（労働者
























































早稲田大学の前身は 1881(明治 14)のいわゆ「る明治 14年の政変」で失脚した大隈重信















































委員長に就任し、さらに早大教授を辞して 1928年（昭和 3）の第 1回普通選挙に立候補、











































































































































































第 1章 總説 利潤處分
第 1節 利潤分配の沿革 幸福增進基金





オランダ、ベルギー、等である） 第 2章 純利潤分配制度
米國 第 1節 概 説












第四例 第 5章 利潤分配の効果
第五例 第 1節 利潤分配の目的
第六例 利潤分配と經濟的効果
第七例 利潤分配と正義人道
第 3章 準利潤分配制度 利潤分配の四目的






第 2節 實 例 臨時手當
第一例 勤續賞與
第二例 結 論
第三例 第 3節 能率の增進
第 4章 似非非利潤分配制度 作業成績の計量
第 1節 種 別 圍體的獎勵金
株式譲渡制度 瓦斯製造業
賞與金制度 損失分檐の實例
第 2節 株式譲渡制度 損失分檐の反対論
本制度の目的 結 論
譲渡價格 ハツドレー氏の批評













































































































































































































































































































































































































と統計学を専攻し、在学中の 1897 年（明治 30）桑田熊蔵、小野塚喜平次らと社会政策学
会を創立、その中心的世話役となった。1899（明治 32）年より 4 年間ドイツに留学、社
会統計学および経済学を学んで帰国し、東大の教授となって同大学で初めて設けられた統
計学の講座を担当、社会統計学の研究と普及に努めた。1910 年（明治 43）国勢調査準備


















顧問となっている。1946年（昭和 21）より 1949（昭和 24）年 4月に没するまで日本放送
協会会長として放送民主化に尽力した。統計学に関する代表的著作に『統計学研究』（1915
(大正 4)年）、『社会統計学史研究』（1925(大正 14)年）などがあり、また監訳書に『統計
学古典選集』11 巻（1941 － 49）、ウェッブ夫妻著『産業民主制論』（1927(昭和 2)年）な
どがある（日本大百科全書（2001）小学館、一部改変と加筆を行っている）。
この高野岩三郎が、否定的ではあるが「利潤分配制」に言及した文献は、東京帝国大学
経済学部が法学部から独立する 1年前の 1918（大正 7）年に『福岡日日新聞』で連載され





















































































































合会議を組織した。ことに英文の大作 Co-operative Movement in Japan（1958（昭和 33）年）
















































































































































































































































































































































































民運動に取り組んだ。組合は急速に発展し、3 年後の 1925（大正 14）年末には組合員数

























こりとされる 1920（大正 9）年に出版された『主観経済の原理』の中の第 1章「主観経済
学の大系」の中で、井箆節三がどんな社会主義や労働運動に関する数百の論文よりも、賀















































で出版された Toyohiko Kagawa、1937、Brotherhood Economics、London(=2009、野尻武敏
監修、加山久夫・石部公男訳『友愛の政治経済学』、以下、Kagawa(1937=2009)と略す)で
ある。














設立したロッチデール協同組合システムの説明、「第 7 章 兄弟愛の行動」では多様な相





































































の 1938 年（昭和 13）には産業報国運動を提唱して労働者の軍需生産への動員に協力した
ので、後の労働三法の内の「労働関係調整法」の草案的な著作である 1928 年（昭和 13）
年の協調會時局對策委員會編『勞資關係調整方策』(協調會）を発表しているのにもかか



















































































































































































































































































































「英国に於いても Leclaire 以前に利潤分配制は試みられ Lord Wallscourt の如きは



































































1936.5.25 (昭和 11)付け『大阪毎日新聞』には「衆議院通過の退職積立金法案 : 原案に




































































































































































































め 訪 問 し て 資 料 を 収 集 し た ）。 大 阪 市 立 大 学
福田文庫貴重書画像データベース（福田の原稿や手沢本の検索を中心に行った）。そ
のほか北海道大学中央図書館、東京大学中央図書館、札幌大学図書館も利用した。
































































イギリス（4 ヶ月）・フランス（2 ヶ月）・ベルギー・オランダ・ドイツ（3 週間）・ロシア
（2 週間）・デンマーク・スウェーデン・イタリア・オーストリア・スイスの 12 カ国に上
る。帰途は、地中海からスエズ運河を通過し、紅海を経てアジア各国（セイロン、シンガ
ポール、サイゴン、香港、上海等）への訪問も行われたが、これはヨーロッパでの滞在に
比べれば短いものであった。日本への帰国は当初予定から大きく遅れ、出発から 1 年 10
ヶ月後の明治 6 年（1873 年）9 月 13 日、同じ横浜港である。留守政府では朝鮮出兵を巡
る征韓論が争われ、使節の帰国後に明治 6年の政変に至る。



























盟 Land Nationalisation Leagueは、1890年に彼をオーストラリアへ招いた。ただし、この













なユダヤ人の商人の家庭に生まれ、1843 年～ 1845 年にかけ、ブレスラウ大学、ベルリン
大学の両大学で学び、自らの社会主義思想にヘーゲル哲学の基礎づけを行い、ヘーゲル左
派の人物の一人となる。1848 年の 3 月革命に参加する中でマルクスと知り合い、『新ライ
ン新聞』の民主主義の党派に属して活動する。同 1848年 11月に武装蜂起煽動の容疑で逮








*11 熊本洋学校に学び、洋学校閉鎖後は京都の同志社英学校に転校の後退学。明治 14 年
（1881年）、帰郷して大江義塾を創設、地方新聞に執筆寄稿。
明治 18 年（1885 年）、『第 19 世紀日本の青年及其教育』、19 年（1886 年）、『将来之日
本』で論壇デビューする。上京して民友社を結成し平民主義を主張する月刊誌『国民之
友』を主宰。明治 21年（1888年） - 22年（1889年）、大同団結運動支援の論陣を張った。
明治 23年（1890年）には『國民新聞』を創刊。
明治 27 年（1894 年）、対外硬六派に接近し第 2 次伊藤内閣を攻撃、開戦前より朝鮮出
兵論を高唱し日清戦争の戦況を報道。日清戦争後の三国干渉に衝撃を受け、平民主義から






大正 2 年（1913 年）の第一次護憲運動（大正政変）では、國民新聞社は桂太郎首相の
ご用新聞と目され、再び暴徒の襲撃を受けた。桂の失脚に伴い政界を離れ、以降は、時事
評論と修史に健筆を揮った。大正 7 年 (1918 年)、『近世日本国民史』連載開始に際し、
京城日報社監督を辞任した。
体制派言論人の頭目として大正デモクラシーに反発[3]。昭和 3 年（1928 年）には蘇峰













*12 第 1 巻は『一九世紀之体制』、第 2 巻は『世界経済上之変動』、第 3 巻は『国家と政
府』､第 4巻は『教育と遺伝』､第 5巻は『文明之弊及其救治』であった。
*13 明治-昭和時代前期のキリスト教社会主義者。文久元年 9 月 19 日生まれ。横浜で J.H.
バラの英語塾にまなび、キリスト教に入信。アメリカに留学後、ゆにてりあん協会惟一
(ゆいいつ)社の説教師となる。明治 31 年安部磯雄らと社会主義研究会を結成。のち東京















を喧伝した。昭和 12 年（1937 年）にはその主著『近世日本国民史』により学士院恩賜賞
を受賞。昭和 16 年の太平洋戦争開戦の詔書を添削している。 昭和 17 年（1942 年）には
















*18 1883 年新潟県佐渡郡湊町に生まる。佐渡中学中退後、19 歳頃より論文を主として佐
渡新聞に発表。1906 年 5 月東京で、『国体論及び純正社会主義』を自費出版するが、一週
間を経ずして発禁の処分を受く。同年 10 月、革命評論社同人となり、ついで中国革命同
盟会に入党。この前後より黒竜会の内田良平、清藤幸七郎と中国革命家宋教仁との交渉始
まる。1910年黒竜会編纂部に入る。1911 年辛亥革命の勃発とともに 11 月上海に渡り、主
として揚子江を中心とする革命軍の戦闘に参加。1913 年日本官意による中国退去命令で




























』, 長谷川 雄一 (編集), 萩原 稔 (編集), クリストファー・W.A. スピルマン (編集),






























































































































































































Report on Profit-Sharing and Labour Co-partnership Abroad,London 1914.
Selingmann(E.R.A.)Principles of Economics,N.Y.1908.
Watking(G.S.)An Introduction to Study of Labor Problems,N.Y.1922.












社會主義』 弘文堂、1923（大正 12）年 において研究が為されている。
*36 重要国策を決定するために天皇の下に大本営政府連絡会議（のちの最高戦争指導会
議）の構成員を集めて開催されたもの。









































































*44憲法研究会は、1945（昭和 20）年 10月 29日、日本文化人連盟創立準備会の折に、高
野岩三郎の提案により、民間での憲法制定の準備・研究を目的として結成された。事務局
を憲法史研究者の鈴木安蔵が担当し、他に杉森孝次郎、森戸辰男、岩淵辰雄等が参加した。































































































































































































































































































































































































「資本と経営の分離」については 9月 13日案の「資本所有と経営機能の分離」は 9月 28
日案では「企業に於ける経営の優位」という表現にかわり、さらに 10月 25日案では「企
業経営の公共性」へと変貌している。また「配当の統制」では初期の段階にみられた「資

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































准から日本の占領が解かれ翌年の 1952(昭和 27)年 4 月 28 日の独立を迎える直前の 1951
















































































実際、Azfar and Danninger(2001)や International Review of Sociology(2006)によると、「ESOP」
は、パートナーシップや profit-sharing の論議から発生してきたという。日本においても、
黒田(1999)、本山(2003)、新谷(2008)、本山(2008)などの先行研究がある。


























































































































































*1 昭和研究会とは、近衛文麿の親友である後藤隆之助が 1833（昭和 8)年にはじめた国策
研究機関である。それは端的にいえば、近衛に対して献策を行い、それを基にして日本を
動かすという目的をもったものであった。






























戦後の 1946 年、第 1 次吉田内閣にて内閣副書記官長に就任し、書記官長林譲治のお株を
奪う八面六臂の活躍ぶりを見せ、吉田茂に引き立てられた。1947 年第 23 回衆議院議員総
選挙に自由党から旧山口 1区にて立候補し当選する。以後当選 8回。吉田政権下で重用さ




















































ＮＨＫ,2006,『ＢＳ特集 世界から見たニッポン 明治編』2006年 4月 16日放送。
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